
国土交通省独立行政法人評価委員会 

鉄道建設・運輸施設整備支援機構分科会（第２７回） 

平成２４年２月２０日 

 

 

【髙原財務課長】  それでは、定刻より少し早くなりますけれども、ただいまから第２

７回国土交通省独立行政法人評価委員会鉄道建設・運輸施設整備支援機構分科会を開催い

たします。 

 本日は、委員の皆様方におかれましては、ご多用の中お集まりいただきまして、誠にあ

りがとうございます。鉄道局財務課長の髙原です。しばらく進行役を務めさせていただき

たいと存じますのでよろしくお願い申し上げます。 

 まず、議事を行うための定足数でございますが、当分科会の７名の委員のうち、本日は

５名の委員にご出席をいただいております。したがいまして、過半数を超えており、議事

を行うための定足数を満たしていることをご報告いたします。 

 本日の分科会の取り扱いでございますけれども、国土交通省独立行政法人評価委員会運

営規則に基づきまして、委員長の同意を得た上で、当分科会の議決をもって委員会の議決

とすることとなっております。 

 次に会議の公開、非公開でありますけれども、こちらも運営規則に基づきまして公開す

ることとなっております。 

 また、議事録等につきましては、これまでどおり議事概要を会議終了後、数日中に国土

交通省ホームページで公開いたしまして、その後議事録を作成し、同様にホームページに

て公開してまいりたいと考えております。 

 それではまず、資料の確認をさせていただきたいと思います。お手元の資料をご覧いた

だきますと、上から順に議事次第、座席表、委員名簿がございます。次に、ご審議資料と

いたしまして、上から議題１に係る資料が資料１－１、それから１－２－①、②まで、そ

して議題２に係る資料が資料２、そして議題３に係る資料が資料３、議題４に係る資料が

資料４となっておりまして、最後に参考資料として関係法令等がございます。大部になり

ますけれども、遺漏はございませんでしょうか。 

 それでは、これより議事に入らせていただきます。議事の進行につきましては、前川分

科会長にお願い申し上げます。会長、よろしくお願いいたします。 
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【前川分科会長】  それでは開始したいと思います。まず、年度末の大変お忙しい中ご

参集いただきまして、誠にありがとうございました。それでは早速でございますが、時間

もあれですので、議題に入らせていただきたいと思います。 

 まず、本日欠席されておられます岡田委員、それから北條委員からは、本日の議決につ

きましては委員長に一任いただくということの確認をとっておりますので、最初にご報告

いたします。 

 本日の分科会の議題にございます通り、まず２件報告事項、それから３件審議の事項と

なっておりますので、まず最初に報告事項につきましては国土交通省のほうからご報告を

いただいて、その後に議題の２から４についての審議事項を皆様からご意見等を賜りたい

と思っております。 

 それから、議題の２から４につきましては、国土交通大臣が認可を行う際に、当分科会

が大臣に対する意見を取りまとめるということになっております。そして、この中の議題

の２と３は毎年この時期に審議している定例の議題と伺っておりますので、よろしくお願

いいたします。 

 それでは早速ですけれども、報告事項から。議題１につきまして、まずは報告をお願い

いたします。 

【髙原財務課長】  ありがとうございます。それでは、まず独立行政法人改革に伴いま

す鉄道・運輸機構に係る組織・制度の見直しについてご報告をさせていただきます。 

 資料１－１をご覧いただけますでしょうか。まず、「１ 組織・制度の見直しの経緯につ

いて」でございます。この独法の組織・制度見直しにつきましては、平成２２年１２月７

日に閣議決定されました「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」におきまして、

この事務・事業の見直しに次ぐ改革の第２段階として、独立行政法人の制度・組織の見直

しの検討を今後進めるとされておりました。 

 これを受けまして、昨年から行政刷新会議を中心に議論が行われ、その結果が「独立行

政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」として、本年の１月２０日に閣議決定された

ところであります。 

 そして、この閣議決定の内容として、「２ 組織・制度の見直しの概要」についてです。

現行の独立行政法人制度は、様々な分野で様々な態様の業務を行っている法人をすべて一

律の制度にはめ込んでおり、法人の政策実施機能の発揮が不十分な状況とされております。 

 このため、今回の見直しではすべての独法の組織をゼロベースで見直し、まず①で、廃
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止、民営化などを行うべき法人はそれを実施に移し、そして②でそれ以外の法人について

は、その事務・事業の特性を踏まえ、「成果目標達成法人」と「行政執行法人」の大きく２

つに分類がなされました。 

 資料の４ページをお開きいただきますと、そこのⅡの①の下線を引いてあるところであ

りますけれども、この成果目標達成法人は「一定の自主的・自律的裁量を有しつつ、計画

的な枠組みの下で事務・事業を行うことにより、主務大臣が設定した成果目標を達成する

ことが求められる法人」とされています。 

 一方、その下、「行政執行法人」ですが、「国の判断と責任の下で、国と密接な連携を図

りつつ、確実・正確な執行に重点を置いて事務・事業を行う法人」とされております。具

体的には造幣局などがこちらに該当するとされております。 

 １ページのほうにまた戻っていただきますと、２の③ですが、「成果目標達成法人」につ

きましては、この各法人の事務・事業の特性に着目して、「研究開発型」、「文化振興型」な

どの７つに類型化を行った上で、類型ごとに最適なガバナンスを構築するということにな

っております。 

 鉄道・運輸機構については、この「成果目標達成法人」に分類され、その中での類型は、

機構の業務が国の定めた整備計画・予算に基づき事業を実施する鉄道建設事業あるいは補

助金執行業務が中心であることから、この７つの類型のうち法令に規定された事業を補助

金などの財源により実施する「行政事業型」の法人に位置づけられました。 

 これにより、今後以下の措置が講じられることとなりました。１つ目が①のところです

けれども、「中期目標管理においては補助金の交付など法令によりその適切な執行が規定さ

れているものを除き、業務・財務、例えば事業費や一般管理費などですけれども、それら

の改善目標に重点を置いた評価を実施する」ということ。 

 ２つ目は、「裁量性の高いとされている運営費交付金を業務の性質に鑑みて、可能な限り

補助金に切り替える」ということです。 

 なお、先ほど申し上げた２つの法人の分類と７つの類型化につきまして、現行の各独法

がどこに分類されるかは、資料の７ページと８ページ、こちらに表として記載しておりま

すので、後ほどご覧いただければと存じます。 

 それでは、続いて資料の２ページに入り、「３ 目標・評価の新たな仕組みについて」で

あります。現行の独法評価委員会制度に大きくかかわります、この法人全般に係る目標・

評価のあり方につきましても、以下の通り新しい仕組みが構築されることとなりました。 
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 １つ目が、政策責任者たる主務大臣が法人の中期目標の設定から評価までを一貫して実

施するということです。そして２つ目が、制度所管府省、これは多分総務省になると思い

ますけれども、そちらに設置する第三者機関が、主務大臣が実施した評価を点検するとい

うこととなっております。 

 次に「４ 今後のスケジュール」でございますけれども、本年３月に独法通則法にかわ

る新たな基本制度法案が国会に提出される予定です。そして、来年１月に現行鉄道運輸機

構法に代わる新たな個別法人の法案が国会に提出され、平成２６年４月に新制度と組織に

移行するという予定になっております。 

 次の「５ 現行の評価委員会との関係」ですが、この新制度における中期計画への切り

かえを平成２６年４月に予定していることを考慮し、以下のようなスケジュールを想定し

ています。 

 ただ、一番下の米印のところで記載しておりますけれども、新中期計画と現行中期計画

とのあり方につきましては、制度所管府省も含め、現在政府内部で検討が進められている

ところであり、ここに掲げているスケジュールも変更の可能性があるということでありま

す。 

 以上が１番目の報告事項でございまして、続いて２番目の報告事項に入っても、よろし

いでしょうか。 

【前川分科会長】  まとめて、はい。 

【髙原財務課長】  続きまして、２番目の報告事項として「政策評価・独立行政法人評

価委員会の２次評価について」をご説明させていただきます。 

 まず資料１－２－①をご覧いただけますでしょうか。こちらは毎年のものですので、制

度については既によくご承知のことと存じますが、念のため申し上げますと、各府省の評

価委員会が実施した法人の業務実績評価について、総務省の政策評価・独立行政法人評価

委員会が政府全体における評価の厳格性・信頼性を確保するということで、２次評価を実

施しております。 

 昨年８月２日に当分科会で決定いただいた鉄道・運輸機構の業務実績評価を含む国土交

通省の独立行政法人評価委員会の１次評価について、この政独委の２次評価が昨年１２月

９日に示されましたので、その内容をご報告させていただきます。 

 １枚ページをおめくりいただきまして、資料１－２－②でございます。２次評価の制度

につきましては、今の説明と重なりますので省略いたします。 
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 そして、次に「２ 鉄道・運輸機構に係る２次評価の概要」であります。この２次評価

の全体については、この後に資料として添付しておりますが、非常に大部ですので、この

資料においては鉄道・運輸機構に関係する意見を抽出してまとめております。 

 まず初めに、鉄道・運輸機構単独でこの政独委の方から指摘を受けている事項はござい

ませんでした。 

 次に国土交通省の所管法人の共通事項として、３点言及がございましたので、ご報告さ

せていただきます。 

 まず１点目が内部統制の充実・強化についてです。この評価委員会の評価結果のフォロ

ーアップ事項については、「言及が不十分であったのが国交省の中では２法人、海技教育機

構と航空大学校であり、それ以外の法人では言及がされていた」ということになっており

ます。 

 そして、「今後の評価に当たり、更なる内部統制の充実・強化に資するような評価結果が

行われることを期待する」という意見でした。 

 次のページに入り、今後もこの内部統制の更なる充実・強化を図る必要があるため、参

考となる法人における取り組みが提示されています。特に別紙４、資料３８ページに鉄道・

運輸機構の取り組みが掲載されています。 

 続いて、３点目のうち２点目ですが、基本方針への対応についてです。先ほど、資料１

－１のところで申し上げました、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」では、

法人ごとに年限を付し講ずべき措置が示されています。 

 鉄道・運輸機構では、「船舶の共有建造業務における財務内容の健全化の向上」などが挙

げられておりますが、こうした指摘を受けた措置事項について、「ほとんどの措置事項につ

いて一定のフォローアップが行われている」との意見でした。 

 また、先ほど資料１－１で申し上げた、「行政刷新会議において検討されている独立行政

法人の組織・制度見直しの結論が出された場合には、今後の評価に当たって、その内容に

も留意することが必要である」との意見が出されております。 

 そして最後に３点目が震災関連ということであります。昨年３月１１日に発生しました

東日本大震災では、多くの独法に影響を与えていますが、来年度は震災の影響を受けた業

務の年間実績を対象に評価していただくということになります。このため、来年度の評価

について、「①法人が被災者支援、あるいは復旧・復興対応に関する取り組みを行っている

場合、その取り組みが法人本来のミッションによるものであるのか否かについて、また②
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震災の影響で目標が未達成となった業務の場合は、震災との因果関係等についてそれぞれ

精査し厳格な評価を行うことが必要である」とされております。 

 以上が鉄道・運輸機構に関連して示された２次評価になります。この内容については、

来年度の七、八月ごろに実施する予定の本分科会の平成２３年度業務実績評価におきまし

て、これまでご評価いただいている視点に加えて評価していただく必要がございます。そ

のため、鉄道・運輸機構からの報告内容や評価調書の記載方法も工夫する必要があろうか

と考えております。委員の皆様には、事務局からまたご相談をさせていただきたいと存じ

ますので、何とぞよろしくお願いいたします。 

 私からの報告事項は以上でございます。 

【前川分科会長】  どうもありがとうございました。それでは、２点、今、ご報告いた

だきましたことにつきまして、皆様から何かご質問、あるいはコメント等がございました

らぜひお願いいたします。 

【笠委員】  明治大学の笠です。資料１－１の一番下のところの②の部分について少し

お尋ねしたいのですが、新しく独立行政法人の制度が変わって、成果目標達成法人の行政

事業型の法人ということなんですけれども、②のその内容なんですが、裁量性の高い運営

費交付金を、その業務の性質にかんがみ、可能な限り補助金に切りかえるというのは、こ

れは今までの運営費交付金を全部補助金に切りかえるということではなくて、それだと何

か行政執行法人ではないかなという感じが。その業務によっていろいろ、これは裁量性が

高いから運営費交付金、この業務については補助金とかいうふうになるのか、それとも全

体として補助金になってしまうのか。それだったら、なぜ行政執行法人ではないのかとい

うあたりをお伺いしたいと思います。 

【前川分科会長】  お願いします。 

【髙原財務課長】  先生の言われる通り、業務の対応によって補助金に切りかえると理

解しております。ただ、方向性としまして、成果目標達成法人の行政事業型法人はできる

限り使途の決まった補助金に変えていこうというふうに理解しております。 

【笠委員】  できる限り補助金にということ。 

【髙原財務課長】  はい。 

【笠委員】  そうしますと、行政執行法人ではないということの意味というんでしょう

か。みんな補助金になるんだったら、行政執行法人でいいんじゃないかなというか。どう

いう基準で切り分けられたのかも含めて教えていただけたらありがたいんですけれども。 
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【髙原財務課長】  その基準の制度化についてはこれからになってまいりますけれども、

基本的に行政執行法人はほとんどすべて補助金という形になるかと思いますが、やはりこ

ちらの成果目標達成法人の行政事業型については、できる限りということでちょっとそこ

で温度差があろうかと考えております。 

【笠委員】  お伺いしている趣旨は、独立行政法人という制度形態をとるのであれば、

それなりの制度を生かした裁量が行使できるのでなければ、この制度にはまっている意味

がないと思うんですけれども、全部補助金で縛ってしまうということであれば、補助金と

いってもどういう形の補助金なのかというものが、また多様性があるのかもわからないん

ですけれども。今までの裁量性の高い運営費交付金から補助金に切りかえると書かれてし

まうと、なおかつ成果目標達成法人でしっかり頑張りなさいよと。だけれども、補助金な

ので、効率的に運用したら、できたとしてもその節約した分はみんな召し上げますという

ようなことだと、どういう制度設計になっているのかなと思ったんですけれども。 

【髙原財務課長】  この行政事業型の法人と行政執行法人の最大の違いは、行政執行法

人は単年度で管理するということになっていますが、こちらの行政事業型の成果目標達成

法人については中期目標を残してやっていくということになります。 

【笠委員】  でも財務上の裁量はなくなると。 

【髙原財務課長】  行政事業型については、そこのところはある程度は残ると考えてお

ります。 

【笠委員】  はい、わかりました。以上です。 

【小椋財務課総括補佐】  財務課の小椋と申します。少し補足をさせていただきますと、

まず行政執行法人とそのほかの独立行政法人の違いでいいますと、我々のほうが成果目標

達成法人ということで位置づけていただいているのは、要は事業の進め方の部分で、行政

執行法人というのは、これは毎年度計画を立てて、ある意味全く裁量性がない、かなり限

定をされているような法人で、毎年一定の計画に基づいて、その行政からの指示に基づい

てやりますという整理です。 

 一方で、ご案内の通り、鉄運機構につきましては、その新幹線建設なんかの部分でいき

ますと長期の部分で、どういった工程のやり方がいいのかとか、進め方がいいのかとか、

そういった部分はかなり裁量性があるんじゃないかということで、成果目標達成法人に位

置づけていただいているというのが現状でございます。 

 そういった意味で、そこの部分の裁量性というのはあるんですけれども、一方でお金の
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部分で申し上げますと、運営費交付金というは、ある意味、研究関係なんかがまさにそう

なんですけれども、研究をする部分のお金について、その運営費交付金で手当てをさせて

いただいて、ある意味裁量性をもって、運営費交付金でもって研究をしていただくという

整理なんですけれども、一方で鉄道・運輸機構がお金をいただいてやっておる業務という

のは、その鉄道建設みたいなものもございますけれども、要は補助金の交付業務なんかが

メインでございまして、そういった意味で、現状その運営費交付金については、基礎研究

勘定は別としまして、補助金のほうにつきましては、ある意味、補助金交付のために人件

費に充当されているというようなところがあって、今運用上もある意味、人件費の部分で

すので、あまり裁量性の部分というのがもともとないというようなところもあって、そう

いった意味で、実際の運用に沿うような形にしてほしいというのが政府全体の方針として

示されているというところがありまして、そういった流れから行きますと、今やっている

業務というのが、あまり裁量性がないものですから、我々としてもこういった形でやむを

得ないかなという部分は思っております。 

 一方で、業務面のほうではもちろんその裁量的にやれる部分というのは、それは最大限

ちょっと対応させていただくと。こういうことかなと思っています。 

【笠委員】  行政執行法人であるべきだと申し上げているわけではもちろんないんです

けれども、何となくこの仕組みが、名称とかとの整合性がよく理解できなかったので。要

するに業務によって補助金のものもあるし、運営費交付金のようなものもあるみたいな理

解でいいんですかね。 

【髙原財務課長】  そのような理解で結構です。 

【前川分科会長】  よろしいでしょうか。 

【笠委員】  はい。 

【前川分科会長】  ほかにいかがでしょうか。今のご質問のあったところは、確かにこ

の文章だけだと目指す姿が見えにくいという面もありますので、どこかやっぱりちょっと

注釈的にでもありますといいですよね。 

【髙原財務課長】  わかりました。それはそのように対応したいと思います。 

【前川分科会長】  ほかはいかがでしょうか。特にございませんでしょうか。 

 それでは２点の報告どうもありがとうございました。また今年の夏前ぐらいですか。評

価のときにこれを反映させたという形でということで、ご準備をいただければと思います。 

 それでは、審議事項３件ございますので、次の議題に移らせていただきたいと思います。
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それでは議題の２につきまして、まず機構のほうからご説明をいただくことになろうかと

思いますが、よろしくお願いいたします。 

【尾本経理資金部長】  ご説明申し上げます。鉄道・運輸機構経理資金部長の尾本でご

ざいます。 

 平成２４年度長期借入金及び機構債券の発行についてお諮りいたします。毎年度、毎年

この時期の分科会に、翌年度、４月からの資金調達のあり方についてお諮りしているもの

でございます。 

 まず、そもそも機構の資金調達の状況がどうなっているかということをご説明申し上げ

ます。資料の６ページをお開けください。資料２の６ページになります。 

 機構の借入金等の推移ということでございます。左のグラフに年度別資金調達額という

のが記載してあります。この３年ほどを記載しておりますが、大体毎年４,０００億円から

５,０００億円の資金調達をしております。そのうち、大体６００億円弱を財投からの借り

入れによりまして、その残りを民間借り入れと債券発行によって賄っているという状況で

ございます。４,０００億円というかなりの額の資金調達になりますけれども、このところ

しっかりと資金調達ができているという状況にあります。 

 右のグラフに行きまして、調達金利でございますが、昨今の金融緩和によりまして、全

体として非常に金利が低くなっているということでございまして、まだ年度途中でござい

ますが、平成２３年度におきましては全体の加重平均の金利でございますが、０.４６％と

いう非常に低い金利で借りることができるようになっているということでございます。 

 資料を戻っていただきまして、なぜ４,０００億円の資金調達が必要になるかということ

でございますが、４ページにお戻りください。資料２の４ページです。 

 機構の予算といいますか、事業の概要でございます。ごく簡単に機構の事業の概要を申

し上げます。一番大きいのは、今、整備新幹線の整備でございます。このところ大体、毎

年３,０００億円の事業費で建設をいたしております。 

 資金調達のこのスキームが決まっておりまして、政府の予算、それから地方公共団体の

負担金、それから新幹線譲渡収入の一部を充てるということ。それからもう既に開業して

おります新幹線からの貸付料収入、こういうもので賄っていくということになっておりま

すが、それだけでは３,０００億に足りないということで、大体４００億円弱でございます

が借り入れが必要になるというようになります。ですから、整備新幹線関係ですと、４０

０億円弱の資金調達が必要になるということになります。 
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 同じく都市鉄道利便増進事業、これは相模鉄道と東急、及びＪＲを連絡する新しい線路

でございますが、これも１００億円ほど事業費がございまして、これは国、地方、それか

ら機構が３分の１ずつ費用負担するというようなスキームになっております。こういうこ

とで、私ども機構として新たに資金調達しなければならないということが発生してまいり

ます。 

 「２. 船舶共有建造事業」にしてもしかりでございます。共有船舶建造ということで、

船主さんと機構とが共同で船をつくるということになります。そのために毎年大体３００

億円弱の資金調達をいたしまして、船舶を建造しまして、その償還は船主さんからの使用

料収入ということで賄っていくというスキームになっているところでございます。 

 その他といたしまして、内航海運活性化融資ということ、これは５００億円程度でござ

いますが、これは従前、平成１０年までは内航船につきましては船腹調整事業ということ

で、スクラップ・アンド・ビルドということで、スクラップがないとビルドできないとい

うような制度になっていたのでございますが、これを取りやめると。ただ、取りやめるに

当たっては、その船腹調整事業によりまして、一定の財産権が形成されて、その解消のた

めに一時的に資金需要が発生したということで、私どもで資金調達して内航総連に貸し付

けているものでございます。これが毎年５００億円程度でございます。 

 そのほか、補助金交付事業ということで、地下鉄補助等が１００億円強ございます。こ

ういうことによりまして、大体４,０００億円程度の資金調達が必要になるということにな

っております。 

 ５ページ目は参考までになんですが、機構の予算上の収入と借入金の状況でございます

が、５ページ目の収入は１兆５,０００億円程度ということでかなり大きいんでございます

けれども、ここの業務収入他というところには、新幹線譲渡収入がかなりの額を占めます。

５,０００億円程度を占めます。これはそのまま国鉄の債務償還等に当たるということにな

りますので、ちょっと事業としては性格が異なるものが入っていたりします。 

 それから借入金につきましても、借り換えというものがございますので、これだけの額

になっておりますが、新規というものですとそんなにはならないということになります。 

 借入金の内訳でございますが、建設勘定ということで鉄道建設に係るものが圧倒的でご

ざいますが、そのほか共有船に係ります海事勘定、それから基礎的研究等勘定というとこ

ろが入っていますが、これは先ほどの船腹調整の解消のための融資でございます。 

 それから特例業務勘定ということが５００億円弱ございますけれども、これは昨年の法
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律改正によりまして、特例業務勘定によりまして、ＪＲの３島・貨物会社に対する支援策

等を行う必要があるということで、資金調達の需要が発生したというものでございます。 

 こういうことでもちまして、１ページ目に戻っていただきたいんですけれども、２４年

度の長期借入金及び債券の調達予定額ということをお諮りしたいと思います。 

 一番下の合計の欄をご覧いただきますと、平成２４年度予算額ということで３,９７３億

円ということになっておりまして、ほぼ４，０００億円の借り入れ及び債券発行を行いた

いと考えているところでございます。 

 内訳といたしましては、大体財投が６００億円弱、残りを民間借入金と債券とで大体半

分ずつくらいで調達するということにしたいと考えます。 

 昨年度との比較でございますが、一番下の欄、合計の欄でございますが、マイナス７５

６億円となっておりますけれども、これは特に理由はございませんで、毎年少しずつの凹

凸がございます。鉄道及び海運ともに資金需要の凹凸がございまして、２４年度におきま

しては鉄道・海運ともたまたまでございますが、資金調達の額が少なくて済む年というこ

とになりましたので、２３年度と比べますと多少減っているということになります。 

 続きまして２ページ目でございます。これは先ほどの３,９７３億円をどのように調達す

るかという四半期ごとのデータでございますが、大体満遍なく振り分けるということにし

ております。そのほうが資金調達しやすくて、それによりましてできるだけ調達金利も抑

えることができるということで、できるだけばらけて調達するということを考えていると

ころでございます。 

 以上、簡単でございますが来年度の資金調達の予定でございます。よろしくご審議のほ

どお願いいたします。 

【前川分科会長】  どうもありがとうございました。それでは今の議題、平成２４年度

の長期借入金及び機構債券の発行につきましての説明に関しまして、ご質問、ご意見等を

いただければと思います。 

 この３年で調達金利は随分下がっているんですね。６ページですか。 

【宮下委員】  こことの関係で、参考までにちょっと教えていただきたいんですが、独

立行政法人の中で、機構の運営費交付金というのは非常に少ないと私はちょっとうろ覚え

で思っておるんですけれども、機構自体は、それにプラスして、概算要求で決められた予

算を含めて全体として運営されているという理解でよろしいわけですか。 

【髙原財務課長】  ご指摘の通り、機構の運営費交付金は非常に少なくございまして、
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３勘定合計で５億２,０００万円となっております。 

【宮下委員】  先ほど笠先生がご質問されたところで、「裁量性の高い運営費交付金をそ

の業務の性質にかんがみ」というのがございましたね。「その業務の性質にかんがみ」とい

うのがポイントで、これは人件費なんですか。さっきおっしゃっていたのは、そういうわ

けではないですか。 

【柳原企画調査部長】  研究費の補助の部分もありますけれども。 

【宮下委員】  それもいろいろある。 

【柳原企画調査部長】  人件費のほうもあると。 

【宮下委員】  機構の事業全体の資金の中で占める運営費交付金の割合が極めて少ない

にもかかわらず、それをこういう書き方をされると、機構の事業全体が補助金に転換して

しまうように、私どもそういうふうに受け取ってしまいますのでね。だからおそらく、笠

先生の先ほどのようなお話が出たんだろうと推測しておるんですよ。 

 ですから、形の上ではこれでいいんだろうと思いますけれども、何かございましたらそ

の運営費交付金は少ないんだというようなことを、言わずもがなのことでしょうけれども、

何かそういうご説明をどこかでまた、口頭でも結構ですが、していただいたらわかりやす

いかと思います。 

【髙原財務課長】  その通りにしたいと思います。 

【前川分科会長】  ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。 

 基本的には昨年とほとんど実勢的には変わらない形になっていて、多少借り入れの金利

が２年前に比べてみると３分の１ぐらいには落ちて、おりてくるようなこともあって、そ

この部分でより効率のいい調達をということでご提案をいただいたと理解をしております

が。 

 そうすると、また後で全部の議題をあわせて全体でご審議いただく時間もとれるかと思

いますので、今この段階で特になければ次の議題につきまして審議をさせていただきたい

と思いますが、よろしいでしょうか。 

 ありがとうございます。それでは続きまして議題３ですね。特定債権の内容変更につき

ましての説明をまず機構からいただきたいと思います。 

【江國鉄道助成部長】  それでは、議題３の特定債権の内容変更につきましてご説明を

させていただきと思います。鉄道助成部長の江國でございます。よろしくお願いいたしま

す。 
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 まず最初に資料３、特定債権の内容変更につきましてでございます。１ページをご覧く

ださい。今回お諮りする内容でございますけれども、１番目に記載がございますように、

当機構の、私どもの機構の有する特定債権につきまして、新幹線鉄道施設譲渡契約書に定

められた支払い方法に加えまして、支払い期間満了前にＪＲ本州３社より合計で６０２億

円の早期弁済を受けるというものでございます。 

 この特定債権の内容の変更につきましては、独立行政法人機構法第２３条第２項、及び

第３項におきまして評価委員会のご意見をお伺いした上で、国土交通大臣の認可を受ける

ということに定められております。 

 では、まず特定債権につきましてご説明させていただきたいと思います。２ページをご

覧いただければと思います。平成３年１０月に新幹線保有機構よりＪＲ本州３社に対しま

して、既設４新幹線、東海道新幹線、山陽新幹線、盛岡までの東北新幹線、上越新幹線の

譲渡が行われまして、その対価を受ける債権のことを特定債権と申しております。 

 一番左側に既設新幹線譲渡価格、９.２兆円とございますが、これが譲渡した新幹線鉄道

施設の対価でございまして、特定債権というものでございます。この９.２兆円につきまし

ては、簿価の６.２兆円、そして昭和６２年４月の国鉄改革時の評価益１.９兆円、それか

ら平成３年１０月の新幹線鉄道施設譲渡時の評価益１.１兆円、この３つで区分管理をして

おります。 

 続きまして、今回変更を行う内容につきましてご説明申し上げたいと思います。変更を

行うのは、特定債権のうち、６.２兆円の部分でございます。６.２兆円部分につきまして

は、当機構、ＪＲ本州３社さんから支払いを受けまして、私どもが承継しております債務

の償還利払い、具体的には財政投融資でありますとか、民間金融機関等への返済に充当し

ているところでございます。２ページで申しますと、一番上の部分の流れでございます。 

 ＪＲ本州３社さんからの各年度の支払い、いわゆる新幹線譲渡収入につきましては、記

載の通り、真ん中あたりにございますけれども、平成２８年度まで毎年度、当機構の承継

債務の期首債務残高に平均利率を乗じた額とされておりまして、平成２３年度は２,４２３

億円となってございます。これが新幹線鉄道施設譲渡契約書に定められております支払い

方法でございます。 

 続きまして１ページめくっていただきまして、３ページをご覧ください。先ほどの左か

ら右の流れが、今度は右側の縦、上から下の流れにございますけれども、この２,４２３億

円を返済原資といたしまして、承継債務の償還、利払いに充当することになりますけれど
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も、平成２３年度の償還、利払い額は一番下にございますように３,４２８億円となってお

りまして、資金不足が生じます。 

 この資金不足分を調達する必要というものがございますけれども、それには国土交通省

からルールを定めていただいております。所要資金調達額のうち、４割をＪＲ北海道、四

国、九州さんの経営安定基金からの借り入れ、そして残りの６割につきましてはＪＲ本州

３社さんからの早期弁済という形でいただくというものでございます。この本州３社から

の早期弁済の受け入れが、特定債権の内容の変更に当たるというものでございます。 

 具体的な金額につきましては、１ページにお戻りいただきたいと思いますが、２番のと

ころでございます。平成２３年度の支出といたしまして、償還金が２,９２３億円、そして

その利子といたしまして５０５億円、これに対しまして収入、先ほども申しましたように

新幹線譲渡収入が２,４２３億円、その他の収入、運用益等の業務外収入１億円となってお

り、所要資金調達額は、収入と支出の差額１,００４億円となっておりまして、４０％経営

安定基金からの借り入れで４０２億、６０％が早期弁済で６０２億調達となります。 

 早期弁済のＪＲ本州３社ごとの内訳につきましては、各社に対しまして新幹線を売却し

た代金の割合に応じて案分という形になってございます。 

 なお、この早期弁済を受けることによりまして、債務償還に対する影響はどうかという

ことでございますけれども、３番目にございます通り、承継債務返済のために充てられて

おります、ＪＲ本州３社からの新幹線譲渡収入につきましては、毎年度承継債務期首残高

に応じて、平成２８年度に債務がすべて返済できるように再計算しておりまして、将来の

債務償還に支障を来すものではございません。 

 具体的には３ページの左下に償還計画を載せさせていただいております。平成２８年度

末までに償還が完了する計画となってございます。 

 以上、私からのご説明でございます。 

【前川分科会長】  どうもありがとうございました。それではこの件につきまして、ご

意見、ご質問等をいただきたいと思います。 

【角委員】  １点よろしいですか。今、ご説明いただいた件でちょっと確認なんですが、

３ページの下に横長の表になっていて償還計画というのがあって、今ご説明いただいたの

はこの２３年度の早期弁済６０２億円というところだと思うんですけれども。今日の審議

事項の中に入る話ではないんですが、２４年以降はこの経営安定基金というところがゼロ

になっていて、先ほどのご説明の６対４になっていないんですけれども、次年度以降は何
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かこの計画が変わるということなんでしょうか。 

【江國鉄道助成部長】  先ほども申しましたように、国土交通省からルールを定めてい

ただいておりますが、このＪＲ３島安定基金からの繰り入れの措置というのは、平成１９

年度から平成２３年度の措置という形でいただいておりまして、それ以降は早期弁済です

べて賄うというようなルールをいただいております。したがいまして、来年度以降からは

安定基金からはゼロですべて早期弁済という形になるということになります。 

【角委員】  わかりました。どうもありがとうございます。 

【前川分科会長】  ほかにいかがでしょうか。計画に基づき、また決められた方法に基

づいて予定どおりに今年、行いたいというご提案でございまして、支払い満期前の早期弁

済を受け入れると。この点につきましてよろしいでしょうか。ご賛同いただけると。 

 それではこの件につきましては……、最後にまた全体で時間をとりたいと思いますが。 

 それでは、議題４、不要財産の国庫納付の説明をお願いしたいと思います。 

【田村共有船舶建造支援部長】  それでは、資料４に基づきましてご説明申し上げたい

と思います。不要財産の国庫納付ということで書いてございます。 

 ちょっとこれ現在の機構は第２期中期目標期間になっておるんですけれども、当該事項

については第１期の中期目標期間にさかのぼっての話でございます。第２期中期目標期間

の最終年度に、残存しておった運営費交付金の債務については独法会計基準に基づき、次

の中期目標期間には繰り越せず、全額収益に振りかえなければならないということで、精

算収益化ということをやっております。 

 原則といたしまして、第１期中期目標期間で残った運営費交付金、残額がございました

けれども、これを精算収益化ということをしております。海事勘定の中で、船舶関係の勘

定でございますけれども、船舶共有事業とともに技術支援業務、それから実用化助成業務、

構造改善業務の４つの仕事がございまして、それぞれについて勘定内に経理がございます。

４経理がございました。このうちの技術支援業務については第１期中期計画で運営費交付

金をいただいておりまして、その最終年度、平成１９年度には残存した運営費交付金を精

算収益化しております。それが１,３１３万円でございます。 

 しかしながら、この４経理を足し合わせます海事勘定はその額を上回る繰り越し欠損金

がございました。このため、積立金が計上されなかったことから、当該精算収益化された

運営費交付金といいますのは、機構法１８条の４による国庫納付の対象とはなっておりま

せんでした。 
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 下に表がございますけれども、「海事勘定の中期目標期間最終年度（平成１９年度）にお

ける繰越欠損金の状況」と書いてございますが、中期目標期間の最終年度の利益処分とい

たしまして、前期からの繰越欠損金が５１９億円ございまして、一方、中期目標期間中の

最終年度の未処分利益というのが１１億円ございます。このうち、運営費交付金を精算収

益化したものという意味では１,３００万円ございました。これは技術支援経理に基づく１,

３００万円でございます。今回これを国庫納付するということでございます。 

 以上が第１期中期計画終了年度の処理としては、１,３００万円を精算収益化したのみで

ございました。しかしながら、平成２２年度に独立行政法人通則法が改正されまして、不

要財産の国庫納付義務が明確に規定されるとともに、精算収益化した運営費交付金は不要

財産として国庫納付すべきという見解が、会計検査院から示されました。そのようなこと

から、新しい通則法に基づきまして、国庫納付を行うこととしたものでございます。 

 なお、当国庫納付の認可に当たりまして、国土交通大臣が認可するに当たっては、当評

価委員会の意見聴取が必要ということでございます。当該処理は本年度、２３年度中に国

庫納付を行う予定としております。 

 下のほうに２ポツで日程が書いてございますが、認可申請は平成２４年２月１６日に国

交省にしておりまして、本日評価委員会の意見聴取があった後、財務省協議等行いまして、

本年度中に国庫納付を行う予定としてございます。 

 次ページとその次の用紙は参照条文、及びその次のページは会計検査院の報告書という

ことで、不要財産については国庫納付を行うようにという会計検査院の見解でございます。

以上でございます。 

【前川分科会長】  どうもご説明ありがとうございました。会計検査院から示された事

項を踏まえ、通則法の規定に基づき、手続にのっとり国庫納付を行うということに対する

意見を聴取させていただくということで。先生方から何かご意見等ございましたら、よろ

しくお願いいたします。 

【宮下委員】  私、専門でないので、教えていただきたいんですけれども、もう既に第

１期の中期に関しましては、会計処理はすべて終了しているということでよろしいわけで

すね。このお金というのは、外出しで何か貯金されていたというように考えればよろしい

ですか。何かそれが使われていたとかいうのであれば、今までの決算処理を変えなければ

いけないことになりますが、そういう影響は全くないということで、そういう理解でよろ

しいでしょうか。 
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【田村共有船舶建造支援部長】  はい、当該１,３００万円につきましては、内部で留保

されていたのみということです。 

【宮下委員】  そういうことですね。わかりました。 

【笠委員】  すいません、個別ではなくて全体のことでもよろしいでしょうか。 

 個別のことにつきましてはそうなのかなと思って拝聴しておりましたけれども、ちょっ

と私は新米でもありまして、全体像がちょっとよく理解できていないところがありまして。 

 収入が、それについていわゆる決算というんでしょうか、使い道のほうでちょっと教え

ていただきたいんですけれども。収入が１兆４,８５０億あって、拝見しているのは資料２

の５ページのところなんですけれども、収入で事業収入が……、教えていただきたいのは、

収入が大体１兆５,０００億あって、事業の量というのがそれほどはないような感じがして

いて、その差額がどうなっているのかということと、この収入のほうで事業収入が６０％、

約９,０００億円あるわけですけれども、これはほとんどがＪＲ本州３社からの継承債務の

償還であるということであるとするなら、これは２８年でなくなってしまうとその後どう

なるのかという２点について、非常に粗いあれなんですけれども、その全体がうまく頭に

入っていないものですから、教えていただけたらと思います。 

【尾本経理資金部長】  ご説明申し上げます。確かにこの機構というのは、過去の歴史

からしますと５つの特殊法人が一緒になっていまして、非常にわかりにくくなっています。 

 特に予算の収入の計上の仕方も、全体の予算の入り方なものですから、ネットでみると

どうかとか、そういういろいろな見方があるとわかりにくくなっているということは確か

におっしゃる通りでございます。特に国鉄の清算業務を行っている関係がかなり大きなも

のですから、わかりにくくなっているということがおっしゃる通りでございます。 

 例えば今日の資料でご覧いただいても、資料３というのが先ほどございましたけれども、

国鉄のその業務……、既設新幹線譲渡収入ということでございまして、ここの真ん中の欄

にＪＲ本州３社の毎年度の支払い額というのがございます。いろいろ種類があって、３種

類に分かれるのでございますけれども、これを全体で足し合わせると大体５,０００億円弱

になります。それプラス、先ほどの説明にありましたように早期弁済というのが６００億

円程度ございますけれども、５,０００億円強のものが新幹線譲渡収入として入ってきます。 

 この使い道は資料３のちょうど２ページですね。ここに書いてございますように、国鉄

の債務への返済に充てたり、特例業務の中でございますが、年金の将来の費用負担に充当

するということ。一部で、今は２９年度上期まででございますけれども、新幹線の建設に
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充てるということ。これは７２４億円でございますけれども、このようになっているとこ

ろでございます。 

 ですから、こういった国鉄の債務の償還、それから年金の費用負担、こういうものが大

きいものですから、多少純粋な事業として見るとちょっとその額のところでわかりにくく

なっているというのがあるかもしれません。 

 それから、及びその借入金のところも、例えば資料を戻っていただいて、資料２の５ペ

ージになりますけれども、この借入金も借り換えの借入金というのがあるんです。これは

新規の借り入れではなくて、借り換えのものも含んでいるんですね。大体、この借入金が

４,０００億円くらいございますけれども、１対２の割合で借り換えのほうが多い。新規の

ものは１で、借り換えが２であったりすると。そういう意味で純粋な最終支出の段階のと

ころと、そういうところでちょっと計上の仕方が合わないということがあったりしますの

で、多少わかりにくくなっているというところはあろうかと思います。 

 ですから、この収入のところはかなり全体として、機構として全体の資金の入り方を計

上したものですから、かなり大きく膨らんでいるというところがございます。 

 ですから、理解としてわかりやすくするためには、最終的な支出の部分で見たほうが、

実際、わかりやすいかなと思います。それが資料２の４ページ目ですね。２４年度機構関

係予算の主なものということで掲げているところでございます。これで大体その機構の純

粋なアウトプットの部分が把握できるのかなと思います。 

 新幹線の建設、今金沢まで延伸工事をやっていますけれども、あと新函館までやってい

ます。これで大体３,０００億円、事業費でですね。２４年度の予算ということで、３,０

００億円の事業費で新幹線の建設をしているということになります。 

 それから、都市利便増進事業ということで、これは私どもが事業としてやっているので

ございますが、相模鉄道と東急を連絡するということで１００億円の事業費を掲げている

というようなことでございます。 

 それで、船舶のほうでございますが、共有船事業ということで、これについては船主さ

んと私どもで共有すると。共有部分について予算の支出を行うわけでございますが、これ

で３００億円弱の予算を講じているということ。 

 それから、その他の部分でいきますと、内航海運の船腹調整事業解消のために内航総連

への融資が５００億円程度。 

 それからあと、補助金交付事務ということでございますが、これは例えば地下鉄の建設
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に対する補助金交付事務でございます。例えば２４年度でございますと、仙台市の交通局

の地下鉄に対する補助等がございまして、これが１００億円余りということになりますの

で、一番わかりやすい事業費換算ということだと、この４ページのところでご理解いただ

くといいのかなと思います。 

 そのほかに、先ほど言った国鉄の債務の項目のものがたくさんあるということでござい

ます。 

【笠委員】  ありがとうございました。ちょっと最後のご説明のところで、４ページの

１と２のところの読み方がよくわからなかったんですけれども、例えば１だったら、整備

新幹線とか都市鉄道利便増進事業というのはわかるんですけれども、あと借入金等という

のが事業として書いてあるのは、これは借り入れをする事業なんですか。 

【尾本経理資金部長】  ちょっと端折ってしまいました。ここは、この整備新幹線、そ

れから都市鉄道利便増進事業を行うために借り入れとして認められているものということ

で、特に財投を念頭になんでございますが、鉄道事業関係での財投としては、この３７９

億円を認めていただいて、これは理財局から貸していただけるということになっていると

いうことを付録的に書いているものでございます。 

【笠委員】  では事業の規模としては、上２つ、３,０９５と１０９と、あと２番のとこ

ろだったら２８９と、３番のその他のところが５５２、１４３を全部足したものという理

解で。 

【尾本経理資金部長】  大まかにはそのようにご理解いただければと思います。 

【笠委員】  わかりました。あとは年金とか、そういう償還に使われていると。 

【尾本経理資金部長】  はい。 

【笠委員】  ありがとうございました。 

【前川分科会長】  一番最後の議題、特にございませんでしたら、今日の議題の２から

４全般につきまして改めてご意見等をお受けしたいと思います。 

【関委員】  今のところの話に補足してなんですけれども、資料２のところの事業関係

のことなんですが、先ほども笠先生からご指摘がありましたように、この書き方ですと借

入金ということも事業と考えられてしまいますので、説明を受ければ確かに理解はできる

んですが、もうちょっと書き方を工夫していただきませんと、理解しづらいところもあり

ますのでよろしくお願いいたします。 

【尾本経理資金部長】  来年からはわかりやすい資料づくりに努めたいと思います。あ
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りがとうございます。失礼しました。 

【前川分科会長】  私も今期からということもありまして、先ほども、全体でぱっと見

たときに、予備知識なく直感的に入ったときによくわからないというところがやっぱり。

補足的なところで入れていただくものと、メインのところというのを分けていただければ

よろしいかと思います。 

【尾本経理資金部長】  了解しました。 

【髙原財務課長】  １点よろしいでしょうか。議題１の関係で笠先生からいただきまし

た行政執行法人と成果目標達成法人の行政事業型の違いについてのご質問に対して補足さ

せていただきますと、行政執行法人というのは国から指示をされた業務を単年度の目標管

理で行うということで、全く裁量性がない法人であって、これは具体的には造幣局が該当

すると申し上げました。 

 一方で、この成果目標達成法人の行政事業型、今回機構が該当するものですけれども、

こちらは個別の法令で規定された事業を、補助金など使途で定められた財源で行っていく

ということで、確かに非常によく似ているんですけれども、一番大きな違いというのは、

こちらの行政事業型法人については中期目標管理をやるということでございまして、例え

ば機構であれば、法律により新幹線建設業務をやっていくわけですけれども、それを中期

目標の中で、例えば建設コストを複数年度の中で引き下げていくとか、そういったところ

で裁量がございますので、その点が一番大きな違いであろうと考えております。 

 先ほどちょっと運営費交付金の話を申し上げましたけれども、確かにご指摘の通り、運

営費交付金につきましては５億２,０００万円と非常に少ない額ですので、私が資料１－１

でご説明させていただいたカテゴリーについては、機構についてはあまり当てはまらない

点があります。より当てはまりますのは、中期目標管理のところですけれども、現行の機

構の中期目標につきましては、今申し上げました法律で定められた業務に関する規定もあ

るわけですが、多分今後はそちらの目標については削除する形になって、例えば財務なり

事業の改善目標、例えば人件費とか事業費の削減といった目標、そちらのほうにいわゆる

中期目標管理が移っていくと理解をしております。 

 補足で失礼しました。 

【笠委員】  ありがとうございました。 

【前川分科会長】  どうもありがとうございます。 

 全体につきまして、あと委員のほうからございますでしょうか。 
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 それでは議題の２から４につきましては、ご承認をちょうだいしたと私は理解しており

ますが、それでよろしいでしょうか。 

（「異議なし」との声あり） 

【前川分科会長】  ありがとうございます。それでは国交大臣のほうにその旨、意見を

上げていただける、要するに承認ということで上げていただければと思います。 

 それでは、一応今日予定をしております議題はすべて終了いたしましたので、事務局の

ほうに。 

【髙原財務課長】  どうもありがとうございました。それでは事務的なご連絡をさせて

いただきます。本日の内容につきましては、冒頭申し上げました通り、議事概要を作成の

上、速やかに公表させていただく予定です。なお、議事録につきましては、後日その内容

を確認していただくために、メールで送付させていただきますので、ご多用のところ誠に

恐縮ですけれども、チェックいただければ幸いです。 

 また、本日の資料につきましては、差し支えございませんでしたら、事務局のほうから

郵送させていただきますので、机にそのまま残していただければと存じます。 

 以上をもちまして、当分科会を終了させていただきます。本日は長時間にわたりご審議

いただきまして、どうもありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


